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諸外国の状況調査 

諸外国における障害のある子どもの教育 

企画部調査・国際担当・国別調査班 

要旨：本稿は，国立特別支援教育総合研究所が毎年行っている諸外国の障害のある子どもの教育に関する基

礎情報の調査結果を報告するものである。対象国は，オーストラリア，中国，フィンランド，フランス，ド

イツ，イタリア，日本，ノルウェー，韓国，スウェーデン，イギリス，アメリカである。調査内容として，

障害者権利条約の批准状況，国土面積，人口，人口密度，一人当たりの GDP，教育システム，対象国の教員

一人当たりの幼児児童生徒数等の基本的な情報を国連本部統計部局等から公表される資料及び統計データか

らまとめた後，日本の特別支援教育システムに合わせて「特別な学校」，「特別な学級」，「通常の学級」とい

う枠組みで整理を行っている。近年の注目すべき事象として，2014年９月にイギリスが従来のステートメン

トを EHC プラン(Education, Health and Care Needs assessment and plans)へ移行し，早期と学齢期にそれぞれ２

種類あった通常の学校における４つの支援を１つの SEN サポートにまとめるなど，大きな改革が進行してい

る。また，アメリカの初等中等教育法（ESEA）が2015年12月10日に Every Student Succeeds Act (ESSA)として

再認可され，国連では，障害者権利条約の第24条に関する条文の公式な解釈「一般見解（General Comment）」

試案を公開し2016年１月期限に意見招請を行っている。一方，2015年の早期に実施が予告されていた欧州特

別支援教育機構（European Agency for Special Needs and Inclusive Education）の新たな枠組みによる欧州各国

の特別支援教育データの更新は2016年３月現在で行われておらず，従来の枠組みで２年毎に更新されてきた

データも掲載されていない。なお，本稿では2015年より障害者権利条約の第35条に定められた各国の国連の

障害者の権利に関する委員会への報告書の提出状況と第24条の教育に関する報告内容について記述を加える

こととした。 

見出し語：諸外国，障害のある子どもの教育，国際比較，統計情報 

 

 

Ⅰ．はじめに 

本稿は，国立特別支援教育総合研究所が毎年度行

っている諸外国の障害のある子どもの教育に関する

基礎情報の調査結果を報告するものである。この報

告は，特総研ジャーナルの創刊に合わせて掲載を開

始したものであり，以来，毎年度，基本的な記述の

枠組みを維持しながら，そこに記述する内容や統計

情報を更新している。なお，教育制度に関する情報

が更新されない場合や更新情報が入手できなかった

ものは，前年度と同じデータを，現時点で確認可能

な範囲で最新のデータと位置づけて記述している。

これにより，本文自体も更新のないものは再掲する

ことで，毎年度の報告単体で，その時点における諸

外国の障害のある子どもの教育の状況の全体像が把

握できるようにと考えている。欧州特別支援教育機

構（European Agency for Special Needs and Inclusive 

Education）が，新たな枠組みで欧州各国の特別支援

教育データの更新を2015年の早い時期に行う予告を

発表（European Agency for Special Needs and Inclusive 

Education, 2015）していたが，2016年３月現在デー

タは公開されていない。さらに，従来の枠組みで２

年毎に更新されてきたデータも掲載されていないた

め，これを主たる情報源としてきたドイツ，ノルウ

ェー，スウェーデンの統計データの一部は昨年度の

報告の数値を再掲している。創刊号からの方針のと

おり，毎年度，基本的に同一のフォーマットで諸外

国の状況を報告するため，ある程度のデータが蓄積

された段階で，その経時的変化を捉えた報告をする

ことも考えている。 
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本稿ではまず，調査結果の報告に先立ち，その背

景にある情報として，障害者の権利に関する条約（以

下、障害者権利条約）の批准の現状について紹介す

る。 

障害者権利条約本文については，署名した国と地

域は160，批准を済ませた国と地域が160，選択議定

書については，署名した国は92，批准を済ませた国

が88であった（United Nations，2016年１月17日現在）。

この１年で条約本文の批准が８ヶ国，選択議定書の

批准は３ヶ国の増加となった。 

日本は，2014年１月20日に141番目（地域としての

EU を含む。）の批准国となったが，条約の35条によ

れば，各締約国（批准した国）は条約に基づく義務

を履行するためにとった措置と進捗を障害者の権利

に関する委員会に報告する義務を負う。我が国は

2016年２月までに同報告書を提出することとなって

いるが，2016年３月現在，まだ提出はなされていな

い。そこで本稿のⅣの４では，各国の国連の障害者

の権利に関する委員会への報告書の提出状況と第24

条の教育に関する報告内容について報告する。 

Ⅱ．目的 

本稿の目的は，オーストラリア，中国，フィンラ

ンド，フランス，ドイツ，イタリア，日本，ノルウ

ェー，韓国，スウェーデン，イギリス，アメリカを

対象として，各国の基本情報，通常の学校教育に関

する情報，障害のある子どもの教育に関する情報を

収集し，国際比較できる形で整理することである。 

Ⅲ．方法 

調査グループ（国別調査班）を構成し，各国の政

府が提供する統計データ，法律，制度に関する情報

を収集する。さらに，国連などが提供する人口，就

学者数，経済指標などの共通の基礎情報を加えて国

際間の比較がしやすいように整理した上で，それぞ

れの特徴を検討する。 

１．国別調査班の構成 

アメリカ班，イギリス班，イタリア班，ドイツ班，

フランス班，オーストラリア班，アジア班，北欧班

の８つの国別調査班を構成する（組織は巻末に記載）。 

２．調査項目 

調査項目は，以下のとおりである。 

１）基本情報（面積，人口，国民一人当たりの国民

総生産（以下「GDP」） 

２）通常の教育に関する基本情報 

（1）学校教育に関わる法令 

（2）近年の教育施策の動向 

（3）教育システム 

（4）学校（児童数，学校数，学級サイズ，教員数） 

３）特別支援教育（障害のある子どもの教育）に関

する基本情報 

（1）特別支援教育に関わる法令 

（2）近年の特別支援教育施策の動向 

（3）対象とする障害カテゴリー 

（4）障害のある子どもの教育の場 

（5）就学手続き 

Ⅳ．結果と考察 

以下に，それぞれの項目について各国の情報を示

す。 

１．基本情報 

表１に，オーストラリア，中国，フィンランド，

フランス，ドイツ，イタリア，日本，ノルウェー，

韓国，スウェーデン，イギリス，アメリカのそれぞ

れの基本情報を記述した。 

基本情報は，国土面積，人口，人口密度，一人当

たりの GDP である。これらは国連本部統計部局（UN 

Statistics Division），世界銀行（The World Bank）か

ら公表される資料及び統計を入手して表にまとめた

ものである。それぞれの情報源と注意事項などは表

中に記してある。
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国家としての教育事業を考える時，その国の人口

や面積は，その実施を特徴づけるものの一つと思わ

れる。また，国の経済指標と教育予算の占める割合

を知ることも重要と考えた。 

人口密度については，日本と韓国は１平方キロメ

ートルあたり300人を超えている。他方，オーストラ

リア，フィンランド，ノルウェー，スウェーデン，

アメリカは，40人を下回っている。 

一人当たりの GDP は中国，韓国，ノルウェーを除

くと$35,000から$62,000程度の範囲である。中国，

韓国，ノルウェーを除いた９カ国の平均値は$48,000

余りであり，中国はこの平均値の1/6から1/7程度，

韓国は3/5程度，ノルウェーは２倍程度であった。表

１の最下段は，一人当たりの GDP に占める教育費の

割合を初等教育と中等教育に分けて示したものであ

る。中国のデータはないが，それ以外の国は初等教

育に18％～28％，中等教育に18％～37％程度となっ

ており，数値は前回とほぼ同様であり，国別に大き

な差異はみられない。なお，12カ国中，前年度に比

べて人口の減少が見られたのは日本のみであった。 

２．通常の教育に関する基本情報 

各国の通常教育の状況を表２に示す。この表は，

ユネスコ統計研究所（UNESCO Institute for Statistics）

表１ 各国の基本情報 1）・2） 

表２ 通常の教育に関する基本情報 1） 
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のデータベースを利用して入手したデータをもとに

まとめ直したものである。教育システムの理解とし

て，義務教育の開始年齢，義務教育年限，修了年齢，

就学前教育，前期中等教育，後期中等教育の開始年

齢と年限を示した。 

これらの国々において初等教育は，義務教育の中

に含まれているため，表には就学前教育，義務教育，

及び前期中等教育を示し，初等教育の年齢は表中か

ら除いている。日本の義務教育期間は初等教育の開

始年齢から前期中等教育の終了学年までであるが，

フィンランド，フランス，ドイツ，イタリア，ノル

ウェー，スウェーデン，イギリスと多くの国々は義

務教育の終了年齢が後期中等教育の途中の学年とな

っている。なお，アメリカの義務教育年限は州によ

り異なっており，９年～12年（文部科学省，2013，

p.338）とされる。対象国の教員一人当たりの幼児児

童生徒数の平均は，就学前が16人，初等教育が14人

と，前回に比べると就学前，初等教育共に１名減少

していた。フィンランド，ドイツ，スウェーデンは

就学前がそれぞれ12人，８人，10人であり，中国と

日本はそれぞれ23人，26人と多い。初等教育の教員

一人当たりの児童生徒数はノルウェーが９人，イタ

リアが12人，スウェーデンが10人であった。なお，

表には示さなかったが，上記の UNESCO の統計デー

タに原級留置（repeaters）の割合の数値があったの

は中国，フィンランド，フランス，ドイツ，イタリ

ア，韓国であった。また，韓国の就学前教育開始年

齢は，2009年まで５歳であったものが2010年から３

歳になり，これに合わせて就学前教育の年限も３年

間となっている。この状況は最新の情報においても

これまでのところ変化はみられない。 

３．障害のある子どもの教育に関する基本情報 

それぞれの国の障害のある子どもの教育の場につ

いて表３に示す。今年度についても European Agency 

for Special Needs and Inclusive Education の SNE 

Country Data の更新が引き続き行われておらず，表

３の部分において，これを主たる情報源としてきた

表３ 特別なニーズのある子どもの教育に関する基本情報通常の教育に関する基本情報 1） 
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ドイツ，イタリア，ノルウェー，スウェーデンの統

計データは以前の数値を再掲することとした。 

さて，わが国では特別支援教育は全ての学校で行

われることになっているが，文部科学省の特別支援

教育資料に総計データが示されているのは「特別支

援学校」，「特別支援学級」，「通級による指導」とな

っており，諸外国の基礎情報の整理について前回と

同じ「特別な学校」，「特別な学級」，「通常の学級」

という枠組みで整理することとした。 

表３の第１行目と第２行目は，障害者権利条約の

署名，批准を行った期日を記載した。この障害者権

利条約は，必ずしも署名を経て批准を行う必要はな

く，批准のみを行うこともできる。このため，表３

のオーストラリアについて見ると選択議定書の署名

なしに直接に批准（これを Accession と呼ぶ）が行

われている。なお，わが国が2014年１月20日に障害

者権利条約を批准したことにより，対象国の中で権

利条約本文に批准していないのはフィンランド，ア

メリカの２ヶ国となった（2016年３月９日時点）。そ

れぞれの国で批准に向けた準備が進められていると

推測される。例えば，表３の注釈にあるように，フ

ィンランドでは，Special Education という呼称を，

Special Support，あるいは Special-needs Support と変

更しており，さらに，Intensified Support，あるいは

Enhanced Support という支援の枠組みを新たに導入

している。 

以下，対象児童生徒についてみると，中国の対象

児童生徒の割合が0.25％と他の国に比較して少ない

ことがわかる。その他の国を観察すると，全ての対

象児童生徒が全体の３％程度かそれ以下の国（フラ

ンス，イタリア，日本，韓国，スウェーデン）と５

～８％の国（ドイツ，ノルウェー），10％程の国（オ

ーストラリアの NSW 州，アメリカ），20％を超える

国（イギリス，フィンランド）に分けることができ

る。 

ところで障害の発生率が国際間で大きく変わらな

いとすれば，３％以下のグループは，障害への対応

が中心であり，10％前後からは学習困難への対応が

加わると考えられる。とりわけ，イギリスやフィン

ランドの例は，学習の躓きにまで支援の対象と考え

られている。すなわち，イギリスは SEN サポート（旧

School Action 等）と呼ばれる学校全体への支援の枠

組みの適用があり，フィンランドでは障害と認定さ

れる程度でなくても必要に応じて特別な教師による

指導が柔軟に実施される General Support，Intensified 

Support，そして，Special Support の枠組みとそれを

実 現 す る た め の  Part-time 特 別 ニ ー ズ 教 育 や

Remedial Teaching 等の存在がある。 

１）特別な学校について 

学校が障害のある子どもを含む全ての人に開放さ

れる法律を持つイタリアを除けば，在籍する児童生

徒の割合は中国の0.11％が少ない。ただし，中国は

全ての支援対象児童生徒の割合が0.25％程度と小さ

いことから，今後，量的に増加する可能性があるこ

とに留意する必要があろう。 

これとは反対にドイツの特別な学校における在籍

の割合は4.34％と数値が高い。ノルドラインヴェス

トファ－レン（NRW）州では，言語面，学習面，情

緒面におけるニーズが，障害のある子どもの約75％

を占める（国立特別支援教育総合研究所，2009，p.49）

とされており，このことから，他の多くの国々にお

いては通常の学校で支援を受けるであろう子どもが

特別な学校に在籍しているとも予想される。その

NRW 州では2005年に従来の Sondernschule（分離学

校）を Förderschule（支援学校）と改編し，これを

通常の教育の学校と位置づけた（国立特別支援教育

総合研究所，2009，p.47）との記述が紹介されてい

る。 

一方，フランスでは，学業困難の児童生徒の教育

を行う「適応教育（adaptation scolaire）」と呼ばれる

システムがある。フランスではこれを通常教育シス

テムに分類している。その一方で，特別な学校は厚

生省系の管轄となる教育施設である。 

２）特別な学級について 

特別な学級の存在の統計が公表されている国々

（オーストラリア，中国，フィンランド，フランス，

日本，ノルウェー，韓国，スウェーデン）と，それ

らの存在が統計上表れていない国々（イギリス，ア

メリカ）及び無しとされた国（イタリア）があった。 

また，既に述べたようにノルウェーが，これまで
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「特別なクラス」に計上していたデータを「通常の学

級」のデータへ変更する事実もあった。 

アメリカの統計の例を参考にすれば「特別な学級」

にせよ「通常の学級」にせよ，国別の比較を進める

ためには，例えば，支援を受ける場と過ごす時間な

どの実態が明らかになるデータが望まれよう。 

３）通常の学級について 

対象児童生徒の割合が高い国は，通常の学級に在

籍する割合が大きい。別の言い方をすれば，対象児

童生徒の割合が高い国は，対象者の多くが通常の学

級において支援対象となっている。この例外はドイ

ツである。支援対象の８割が特別な学校の在籍で占

められている。 

通常の学級での支援は，２つに分かれる。１つは，

特別な支援の場が通常の学級でない場合である。も

う１つは，特別な支援の場も通常の学級にある場合

である。日本のデータは，通級による指導であるた

め，前者となる。これに対して20％程度を超える対

象をもつイギリス，フィンランドは，通常の学級内

での支援の仕組みを合わせ持っている。後述する

OECD の国別比較用カテゴリー（OECD，2000，2004，

2005）で言えば，カテゴリーB の学習困難への支援

の制度を持つ国と考えられる。 

今回の集計では，オーストラリアの NSW 州につ

いて，学習困難への支援を加える形で作表したが，

今後は，わが国の約6.5％の数字を含めたデータの取

り扱いが課題となると考えられる。 

 

４．障害者権利条約の第35条に定められた各国の国

連の障害者の権利に関する委員会への報告書の提

出状況 

条約の35条によれば，各締約国（批准した国）は

条約に基づく義務を履行するためにとった措置と進

捗を障害者の権利に関する委員会に報告する義務を

負う。まず，条約が自国内で効力を生じた後２年以

内に国連事務総長を通じて同委員会へ報告する（同

条の１）ものとされる。各国の国連の障害者の権利

に関する委員会への報告書の提出状況と第24条の教

育に関する報告内容について報告する。 

報告書提出のガイドライン（障害者の権利に関す

る委員会 , 2009）によれば，第24条の教育について

は以下のような内容が求められている。 

１． 早期教育（early-stage education），義務教育

である初等中等教育，高等教育へのアクセ

スを保証するための施策 

２． 早期教育に在籍する障害のある男児，女児

の数に関する情報 

３． それぞれの教育段階における男児と女児

の教育の著しい差異に関する情報と，それ

を助長する政策や法律の有無 

４． 効果的な教育と完全な包容（full inclusion）

を保証するための個別の合理的配慮や支

援，学校や教材が利用可能であることを保

証する法律や施策 

５． 点字，手話，拡大代替コミュニケーション，

移動などが必要な子ども，大人，教員のた

めの技術研修の提供 

６． ろう者の言語的アイデンティティを促進

するための施策 

７． 教育が，一人一人に最も適した言語，方法，

コミュニケーション手段，環境で行われる

ための施策 

８． 教育に関わる職員への障害に関する十分

な訓練を保証すること，また，障害のある

人を教育チームに組み込むための施策 

９． 高等教育段階の障害学生の数と割合 

１０． 男女別と専攻別の障害学生の数と割合 

１１． 生涯に渡る教育へのアクセスを保証する

ための合理的配慮の提供やその他の施策 

１２． 早期における障害とその教育ニーズの同

定を保証する国の施策 

（以上，障害者の権利に関する委員会 , 2009, 

pp.13-14より要約） 

 障害者の権利に関する委員会の Web サイトによ

れば，平成28年３月現在で報告書を提出している国

は92カ国で，この１年で14ヶ国増加していた。本稿

の対象国で条約を批准して報告書を提出しているの

はオーストラリア，中国，ドイツ，イタリア，韓国，

スウェーデン，イギリスであった。例えば，ドイツ

は日本より５年程早い2009年２月に条約を批准し，

2013年３月に最初の報告書を提出した。これに対し
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て委員会は2014年３月に懸念や疑問点を指摘する。

ドイツは2015年１月にこれへの回答を提出した。委

員会はこれを元に2015年３月に総括所見を公開して

いる。評価は条約全般にわたるものであるが，第24

条に関する部分は，おおよそ，以下のとおりであっ

た。 

 委員会はドイツで障害のある子どもの大部分が分

離された特別な学校に在籍していることを懸念し，

直ちに，全州において，高品質なインクルーシブ教

育システムにアクセスさせるための方略，活動計画，

必要な予算措置等を求め，分離方特別学校の量的削

減を進め，通常の学校における合理的配慮を提供し，

インクルーシブ教育のための教員養成，教材確保，

通常の学校での手話の提供を求めるとしている（障

害者の権利に関する委員会: Concluding observations 

on the initial report of Germany, 2015より一部抜粋）。 

 なお，障害者の権利に関する委員会は，障害者権

利条約の第24条に関する条文の公式な解釈「一般見

解」試案（Draft General Comment no. 4 Article 24 The 

right to inclusive education）を公開して意見招請を行

っている。その期限は2016年１月であった。全体で

22ページあり，その内容をみると，例えば，締約国

の全ての施策や手立ては「完全な包容という目標

（the goal of full inclusion）」に沿うことが必要である

こと，通常の学校の特別な学級は分離型と考えるこ

となどが示されている。 

５．各国の個別の状況 

これまで各国の状況を一覧にして示すことで，国

際間の相異ができるだけ明確に読み取れるよう工夫

してきた。ここでは国ごとの記述を行う。具体的な

内容として，対象とする障害種，就学基準や手続き

について記述する。また，一部ではあるが現時点で

把握された近年の障害のある子どもの法令や教育施

策の動向について記述する。 

１）オーストラリア 

（１）障害カテゴリー 

オーストラリアにおける障害のある子どもの教育

では，差別禁止法に基づいた規定が『教育における

障害基準（Disability Standards for Education 2005）』

（Australian Government，2005）である。この中で障

害とは身体的あるいは精神的機能が，部分的に，あ

るいはその全部が失われた状態等であることが説明

されているが，具体的な障害名は記述されていない。

また，学校教育において対象となる障害カテゴリー

は各州で異なるため，ここでは，本研究所で調査対

象としている New South Wales 州について紹介する。 

2013年の Special education classes and provisions

（NSW Department of Education and Communities，2013）

あるいは Statistical Bulletin（同）によれば，特別な

学校（special school，あるいは schools for specific 

purpose）の分類として「行動障害／情緒障害／精神

疾患」，「病院学校」，「知的障害」，「その他」が挙げ

られている。同じく，支援クラス（support class）で

対応する支援の分類として「情緒障害／精神疾患」，

「自閉症」，「聴覚」，「視覚」，「身体（physical）」，「中

度・重度知的障害」，「重度知的障害」，「盲ろう」，「軽

度知的障害」，「分類の重複（中度から高度のニーズ）」，

「自閉症と中度知的障害」，「言語障害」，「読み」，「個

別指導」が挙げられている。そして，この支援クラ

スの支援の分類は，特別な学校の学級の受け入れ支

援分類としても用いられているが「視覚」と「盲ろ

う」については，通常の学級の支援クラスでの対応

がない。 

（２）就学基準・手続き 

『教育における障害基準（Disability Standards for 

Education 2005）』には，障害のある子どもは，障害

のない子どもと同じ教育の場で就学する権利を有す

ること，また，障害のある子どもが障害のない子ど

もと同じ教育の場で学ぶことを保障するために合理

的調整（reasonable adjustment）がなされる権利があ

ることが示されている。 

（３）近年の動向 

オーストラリア全体として，HCWA（the Helping 

Children with Autism）が実施されている。この取組

には二つの構成要素がある。一つは，自閉症スペク

トラム障害（ASD）の生徒と一緒に働く教職員の専

門性の向上，二つめは，両親と学齢の ASD 児の援助

者が彼らの子どもの学校教師と管理職との生産的な

協力を進展させるのを助けるためのワークショップ

の実施と情報提供である（National Institute of Special 
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Needs Education，2010，p.32）。 

New South Wales 州では，その地域において，例え

ば，早期対応の専門性をもつ訪問教師，聴覚障害や

視覚障害，自閉症や行動障害について特別な専門性

を持つ訪問教師が，障害のある生徒と学級担任の支

援ができるよう配置されている。地域の支援の職員

（人材）は，障害のある生徒の学習プログラムの計画

化とアセスメントについて助言をし，合理的調整を

通してカリキュラムにアクセスするような適切な支

援に関する情報を提供している（玉村・片岡, 2014）。 

また，2013年時点で全体の支援の対象が90,000人

となっており，通常の学級には「統合支援予算プロ

グラム」の支援で 7,000人が在籍するとともに，

65,000人以上の付加的な学習や支援が必要な児童生

徒への支援が行われている。通常の学校に1,600のサ

ポートクラスがあり，1,911人の支援教師がいる。ま

た，106校の特別な学校が存在する（NSW Department 

of Education and Communities，2013：現時点で最新

の資料）。 

なお，障害者権利条約については2008年７月17日

に，また，同条約に関する個人通報制度等について

定めている選択議定書については2009年８月21日に

批准している。 

２）中国 

（１）障害カテゴリー 

中華人民共和国教育部（2015.３）の特殊教育基本

統計では障害カテゴリーとして，前年度同様に「視

覚障害」，「聴覚障害」，「知的障害」，「その他の障害」

を挙げている。また，表３に示したように，中国の

対象児童生徒の割合が0.25％程度となっている。 

（２）就学基準・手続き 

特別な学校（特殊教育学校），特別なクラス（特教

班），通常の学級に在籍して学ぶ「随班就読」がある。 

障害の種類と程度を公衆衛生部局が判定する。障

害のある子どもの学習能力の評価は，教育部局が地

域の障害者連盟と協力して実施し，親への助言が行

われる。就学については，障害のある子どもの親，

または法律上の親権者が最終的な決定を行う

（National Institute of Special Needs Education，2010，

p.33）とされる。 

学齢児になった子どもの「就学免除」，「就学猶予」

は，父母またはその他の保護者によって県等の教育

主幹部門または町の人民政府に申請される。このと

き身体が原因の就学免除，就学猶予は，県等の教育

主幹部門の指定した医療機関での証明が必要となる

（National Institute of Special Needs Education，2010，

p.33）。 

特別な学校では義務教育段階の子どもは学費が免

除される。また，家庭生活が困難な場合については

雑費も減額される。地方政府は助成金を作り，経済

困難な子どもの就学について援助する（特殊教育学

校暫行規程第57条）とされる。また，通常の学級で

は個別教育プログラム，リソースルーム利用，特別

な学校の教員による支援や情報支援機器の使用が行

われるとされる（National Institute of Special Needs 

Education，2010，p.33）。 

（３）近年の動向 

近年の動向として，中・西部の人口30万人以上の

特別な学校のない地域における特別な学校の設置，

通常の学校で学ぶ障害のある子どもの支援システム

の構築と強化，障害のある人の職業教育の発展，2009

年の第４回国家特殊教育ワーキングカンファレンス

開催，並びに中華人民共和国国務院事務室による国

務院通知41の通知，2010年の国家中長期教育改革と

発展計画（2010～2020）の策定などが挙げられる

（National Institute of Special Needs Education，2010，

p.32）。 

2014年から 2015年にかけては，特別な学校が

23,857人減少して（パーセントでは13.5ポイント減

少），特別なクラスが1,213人増加（同じく36ポイン

ト増加），通常の学級は，1.297人増加（同じく0.7ポ

イント増加）していた。 

なお，障害者権利条約を2008年８月１日に批准し

ている。選択議定書は署名，批准共にしていない（UN 

enable，2016/03/09確認）。 

３）フィンランド 

（１）障害カテゴリー 

「軽度知的障害（mild mental impairment）」，「中度

ま た は 重 度 知 的 障 害 」，「 聴 覚 障 害 （ hearing 

impairment）」，「視覚障害（visual impairment）」，「身



 

 

国立特別支援教育総合研究所ジャーナル 第５号 2016年３月

諸外国の状況調査 

104 

体そしてその他の障害」，「自閉症及びアスペルガー

症候群」，嚥下障害（dysphasia：ここでは言語発達，

言語理解，発声，学習に困難のある状態や巧緻性，

情緒，注意の集中に課題のある状態），「情緒または

社会的障害」，「その他の障害」（European Commission, 

Organization of the education system in Finland 2009/2010，

pp.198-199）とされる。 

（２）就学基準・手続き 

基礎教育法（Basic Education Act）は，2010年に改

定されて，就学の決定は，Special-needs Support（特

別ニーズ支援）の内容の決定という形で，教育サー

ビスの提供者あるいは，子どもの居住する市の教育

委員会が行う。この支援内容の決定にあっては，本

人，親あるいは，親権者の意見を聞く義務（shall hear）

があるとともに，多種の専門家によって準備された

報告を得ることが必要される（2010年の改定 Basic 

Education Act）。基礎教育法の改定前は，就学先決定

は，Special-needs Education への直接の措置であり，

保護者はこの相談を受ける義務（shall be consulted）

があり，可能であれば，医学的なあるいは社会面の

評価が作られるべきである，となっていたものであ

る（2004年の改定 Basic Education Act）。 

（３）近年の動向 

フィンランド統計局による“Special education 2011”

には，2010年まで Special Education と呼ばれた部分

は2011年には Special Support と呼ぶことにしている

ことが記載されている。通常の学校で必要があれば，

まず General Support が行われ，それでも十分でなけ

れば Intensified Support が行われ，さらに Special 

Support が行われる。 

基礎教育法（Basic Education Act）が2010年に改正

されており，17章にあった Special-needs Education

が，Special-needs Support と変更になり，Enhanced 

Support（前掲書では，Intensified Support と紹介され

ている。）という支援の枠組みが新たに導入されてい

る 。 Special-needs Education と い う 用 語 は ，

Special-needs Support の一つの形式とされる。 

上記の支援の対象は，2013年では全児童生徒数の

23％となっており（ General support：約 15.3%，

Enhanced（又の名を Intensified）  support：約５％，

Special–needs support：約３％），さらに，この期間

中に，特別支援教育が必要と判断された人数は全児

童生徒数の29％と高率となっている。 

なお，障害者権利条約の署名は行っているが批准

には至っていない。選択議定書は署名していない

（UN enable，2016/03/9確認）。 

４）フランス 

（１）障害カテゴリー 

教育省管轄は特別なクラス（CLIS: classes pour 

l'inclusion scolaire）の分類として「認知的障害（知

的障害）」，「聴覚単一障害」，「視覚単一障害」，「単一

運動障害と複数障害」の四つが挙げられている。そ

の一方で教育省管轄の CLIS と厚生省系管轄の教育

施設に実際に受け入れられている障害カテゴリーは

「知的・認知障害（自閉症を含む）」，「精神疾患」，「言

語と発話の障害（学習障害）」，「聴覚障害」，「視覚障

害」，「内臓疾患」，「運動障害」，「複数障害の合併」，

「重複障害（重度重複）」とされている。なお，教育

省管轄の学校には「重複障害（重度重複）」は存在し

ていない（フランス教育省，2012，p.29）。このほか

適応教育（adaptation scolaire）と呼ばれる学業不振

児や行動障害の生徒のための教育部門が存在する。 

（２）就学基準・手続き 

2005年２月11日障害者の権利と機会の平等，参加

と市民権のための法の成立以降，義務教育年齢にな

ると，保護者は，居住地に最も近い通常の学校へ学

籍を登録する（フランス教育法典  L.112-1）ことに

なる。この学校が学籍校（établissement de référence）

となる。学籍登録を申請された学校は，障害を理由

にこれを断ることはできないが，この学籍の登録は，

子どもがそのままその学校へ入学することを意味し

ていない。学籍登録の後で作られる『個別の就学計

画（PPS）』にしたがって，保健省管轄の教育施設や

施設内の学校ユニット（unté d’enseignement）（arrêté 

du 2-4-2009 - J.O. du 8-4-2009）で教育を受けたり，

家庭において国立遠隔教育センター（CNED: centre 

national d'enseignement à distance）の通信・訪問教育

などで教育を受けたりする。しかし，通常の学校外

で教育を受けている場合にも，この学籍が保持され

る（フランス教育法典 D.351-4）。 

（３）近年の動向
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2010年６月の通達（la circulaire du 18 juin 2010）に

より，中等教育段階の特別な学級である UPI（Unités 

pédagogiques d'intégration） は，その「統合教育ユニ

ット」という名称が ULIS（Unités localisées pour 

l'inclusion scolaire）という「インクルージョン教育

のための附置ユニット」というような名称に変更さ

れ，その機能が強化された。なお，その名称の中に

“inclusion”という言葉が使われているように，教育

省のウェブサイト等をみても，これまで“intégration 

scolaire”と言っていたものが，“inclusion scolaire”と

言うようになったようである。2011年からは，通常

の学校に在籍する児童生徒の補助のため，既にあっ

た AVS-i（個別の統合での学業補助員），AVS-co（集

団での統合での学業補助員）に，2011年より，ASCO

（学業アシスタント：３年契約）が加えられ，その拡

充が図られた。また，2014年度から，これまで期限

付き雇用であった AVS を一定の条件を満たすこと

で，この制限を外すこととし，それによって，28,000

人がこの恩恵を受けるとされる。 

また，同2012年では障害児教育に携わる教員の数

が，この６年で16.2％増加した。2012年からは AVS-i

の数を増やすとともに，複数の児童生徒に個別の指

導ができる AVS-M（un auxiliaire de vie scolaire pour 

l'aide mutualisée）が加わっている（décret n°2012-903 

du 23 juillet 2012の規定による）。 

また，子どもの障害の状況を評価するためのマニ

ュアル（GEVA-Sco）が作られ，関係者に広める措置

が取られている。また，通常の学校の教員に対する

障害児教育専門養成の新しい仕組みが提供されるよ

うになった（フランス教育省，2013）。 

権利条約と選択議定書を2010年２月18日に批准し

ている。 

５）ドイツ 

（１）障害カテゴリー 

ドイツは連邦制であり州によって対象とする障害

カテゴリーが異なる。しかしながら，学校システム

の一貫性のために，推奨される特別学校の種別が規

定されている。それらは「盲」，「聾」，「視覚障害」，

「聴覚障害」，「知的障害」，「肢体不自由」，「病弱」，

「学習困難」，「言語障害」，「行動障害」である（German 

EURYDICE Unit, 2011, p.230）。 

（２）就学基準・手続き 

就学年齢になると保護者あるいは法的な後見人が，

子どもを基礎学校もしくは，支援学校へ就学させる

ことになる。もし，特別な支援がなければ通常の教

育に沿うことができないと判断される時には，学校

監督委員会によって特別な支援や学校が決定される。

これらの決定は，保護者との相談を経なければなら

ないが，もし，保護者が不服である場合には調停に

より再審の道を探ることが可能である（German 

EURYDICE Unit, 2011, p.230）。 

（３）近年の動向 

NRW 州では2005年に従来の Sondernschule（分離

学校）を Förderschule（支援学校）と改編し，これ

を通常の教育の学校と位置づけた（国立特別支援教

育総合研究所，2009，p.47）。2011年には，障害のあ

る高等教育学生16,000名へのアンケート調査が実施

されており，例えば「どのような障害が高等教育の

就学を難しくしているのか」などについて45％が身

体障害，20％がアレルギーやリュウマチや腫瘍，６％

が LD，５％が視覚障害等などの結果が報告されて

いる（German National Association for Student Affairs，

2011）。 

なお，障害者権利条約と選択議定書を2009年２月

14日に批准している。 

６）イタリア 

（１）障害カテゴリー 

対象となる障害カテゴリーは限定されていない。

障害の認定や機能診断は，1990年10月15日第295法第

１条により，地域保健機関（ASL）で行われる（藤

原，2010）。具体的には，国際保健機関（WHO）の

国際分類により行われる（European Commission, 

Organization of the education system in Italy 2009/2010）

こととなった。 

（２）就学基準・手続き 

1977年８月４日第517法で評価方法，進級試験廃止，

学校法改定により，障害のある子どもに通常学校が

開放される。さらに，1992年２月５日基本法第104

号によって，障害の有無に関わらず，全ての子ども
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が地域の学校に就学することが保障される。その一

方で，子どもを障害児として認定するかどうかの判

断は保護者の権利として保障されている。保護者の

申請のもと地域保健機関（ASL）が子どもの障害を

認定し，機能診断書（PDF）を作成する。保護者が，

入学申請書と共に，機能診断（PDF）を学校に提出

することにより，学校での支援が開始される。 

なお，表３にあるように，1,835人の児童生徒が特

別な学校に在籍しているが，これらの学校は統合教

育の法律以前から存在していた学校（ European 

Commission, Organization of the education system in 

Italy 2009/2010）と説明されている。現在，71校が存

在する（European Agency for Development in Special 

Needs Education，2012）との記述もある。これらは，

旧来の特別な学校がその専門性を保持しながら，逆

に健常の子どもを受け入れる形でインクルーシブな

教育を実現しているとの報告もある。 

（３）近年の動向 

原則としてフルインクルージョンが堅持されてい

る。2009年に教育省から統合教育の改善のために「障

害のある児童生徒の学校段階でのインクルージョン

に関するガイドライン」が刊行されている。2012年

12月21日労働省通達による障害者と同居する親戚支

援の休暇や，2012年12月27日省指導令による特別な

ニーズのある生徒への指導方法と学校インクルージ

ョンへの地域組織などがある。 

また，障害のある子どもの増加による支援教師採

用も増加している。この教育年度からむこう３年で

26,674人採用予定（本年度4,447名，2014/2015年度

13,342名，2015/2016年度8,895名）。2013年４月17日

大臣間協定（学習障害ガイドライン）について保健

大臣と教育大臣が学習障害早期発見査定の協定に署

名。 

なお，障害者権利条約と選択議定書を2009年５月

15日に批准している。 

７）ノルウェー 

（１）障害カテゴリー 

特別な教育的支援が必要な子どもとして「読み」，

「書き」，「算数」の困難，心理的な問題，関係や行動

問題，病気やケガによる基本的技能の問題，さらに

障害として，移動障害，視覚障害，聴覚障害，運動

障害，言語，発話，コミュニケーションの困難，脳

損傷（Norwegian Ministry of Education and Research，

2011）を挙げている。 

（２）就学基準・手続き 

教育法により，通常の教育によって有益な教育を

得られない場合は，義務教育年齢における特別な教

育を受ける権利が保証されている。その申請を行う

のは保護者であり，かつ，特別な教育のサービスを

受けるためには，保護者の書面による承認が必要と

される。その一方で，その支援の内容は専門家によ

って決定される。特別な教育の支援は，郡の教育事

務所が個別に決定するものであり，保護者は不服を

申 し 立 て る こ と が で き る （ European Commission, 

Organization of the education system in Norway 2009/2010，

pp.168-169）；（Act of 17 July 1998 no.61 relating to Primary 

and Secondary Education and Training，2011）。 

（３）近年の動向 

ノルウェーの特別な教育の研究と実践は長い間，

障害の診断と補償の施策に重点が置かれてきたが，

近年はその内容と構成に重点が置かれるようになっ

た。現在最大の課題は，実践における適応指導であ

る。2007年に教育省が特別教育の効果を評価する委

員会を設けて2009年に報告書が出されており，対応

する施策が検討されている（同上，p.168より）。 

後期中等教育を中退する生徒が生徒数の３割に上

るという問題に対して，2010年に教育省は「新たな

可能性」（Ny Giv）プロジェクト＊を提案。2015年ま

でに75％の生徒が後期中等教育を５年以内に修了す

ることを目標とした。この報告書が2012年11月に発

表された。このプロジェクトは2013年の秋まで続行

される。 

2015-2016年ノルウェー教育局統計では，特別支援

学校と特別支援学級の在籍数を一括して捉えており，

その数は 3,966名とされる（ノルウェー教育局 , 

2015:http://www.udir.no/globalassets/filer/tall-og-forsk

ning/ statistikk/gsi/grunnskole-gsi-notat-2015-16.pdf）。 

なお，障害者権利条約を2007年３月30日に署名し，

2013年６月３日に批准した。選択議定書には署名し

ていない（UN enable，2016/03/09確認）。 
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＊ http://www.regjeringen.no/upload/KD/Kampanjer/Ny

Giv/NyGiv5.pdf） 

８）韓国 

（１）障害カテゴリー 

「視覚障害」，「聴覚障害」，「精神遅滞」，「肢体障害」，

「情緒・行動障害」，「自閉症障害（これと関連する障

害を含む。）」，「意思疎通障害」，「学習障害」，「健康

障害」，「発達の遅れ」，「その他」が大統領令によっ

て定める障害と規定されている（障害者等に関する

特別支援教育法第３章第15条）。 

（２）就学基準・手続き 

障害者差別禁止法において「教育責任者は，障害

者の入学志願及び入学を拒否することはできず，転

校を強要できず，『嬰幼児保育法』による保育施設，

『幼児教育法』及び『初中等教育法』による各級学校

は，障害者が当該教育機関に転校することを拒絶し

てはならない（障害者差別禁止及び権利救済に関す

る法律 第13条，2007）」とされる。 

また，障害者等に関する特別支援教育法第３章第

17条では，「教育長又は教育監は，第15条により，特

殊教育対象者として選定された者を該当特殊教育運

営委員会の審査を経て，次の各号の中の一つに配置

し，教育しなければならない。１．一般学校の一般

学級，２．一般学校の特殊学級，３．特殊学校」，さ

らに，「教育長又は教育監は第一項により特殊教育対

象者を配置する時には，特殊教育対象者の障害程

度・能力・保護者の意見等を総合的に判断し，居住

地に一番近いところに配置しなければならない。」と

される。 

（３）近年の動向 

『教育科学技術部2010年の主要政策と計画』によれ

ば，障害のある子どものために，義務教育を５歳か

ら高校までの全てに拡大すること。特殊学校と通常

の学校の特殊学級を800学級に拡大して，さらに，職

業学校の10校で障害のある生徒の統合職業教育を提

供するとしている（Ministry of Education, Science, 

and Technology，2010，p.13）。 

続く『教育科学技術部2011年の主要政策と計画』

によれば，障害のある子どもの義務教育を４歳に引

き下げること，職業教育の推進のために，特殊学校

の学校ベースの企業（school-based enterprises among 

special schools）の数を増加させること，障害のある

子どもの高等教育への進学機会を広げるために，大

学のサポートセンターを設置して，設備とスタッフ

を提供すること（Ministry of Education, Science, and 

Technology，2011，pp.6-7）としている。 

2013年〜2017年は教育部による『第４次特殊教育

改善５ヶ年計画』が実施されており，教育格差の解

消，専門性の強化による教育の質の向上，学校生活

の質の向上が目標とされている（Kim Suk-Jin, 2016）。 

なお，障害者権利条約を2008年12月11日に批准し

ている。選択議定書には署名，批准をしていない（UN 

enable，2016年３月確認）。 

注：『障害者差別禁止法』並びに『障害者等に関する

特別支援教育法』の訳文は，第13回障がい者制度改

革推進会議差別禁止部会（平成24年２月10日（金））

参考資料３によった。 

９）スウェーデン 

（１）障害カテゴリー 

特別学校（Specialskolan）は「視覚障害と他の障

害を併せ有する場合」，「重度の言語障害の場合」，「聾

あるいは難聴で学習障害を合わせ有する場合」，「先

天性の盲ろう」が対象であり，そのほかに「認知的

障害」を対象とする特別プログラム（「養護学校」あ

るいは「知的障害基礎学校」，「特別ニーズ学校」と

も 紹 介 さ れ る ） が あ る （ European Agency for 

Development in Special Needs Education，2011）とさ

れる。知的障害基礎学校は，特別学校に比べて数が

多く，2010/2011年のデータでは，特別学校の在籍児

童生徒が501人に対して，知的障害基礎学校が12,115

人（European Agency for Development in Special Needs 

Education，2012）であり，そこでは通常の学校にあ

る分離型の特別クラスとしてカウントされている。

井上・猪子（2012）によれば基礎学校や高等学校に

併設された特別なユニットとして紹介されている。 

（２）就学基準・手続き 

学校教育法には，第３条第２項と第３項は，知的

障害，ろうや難聴のある場合に，それぞれ「養護学

校」と「特別学校」が，入学を許可するべきこと，

第４条には，その決定主体が，それぞれの学校の担
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当部局であり，保護者が関与することが可能である

こと，第５条で，異議申し立てができることが規定

されていた。しかし，2011年から新しい学校教育法

（Skollagen2010:800）が施行されていることから，就

学の手続きについても確認する必要がある。 

（３）近年の動向 

2011年７月１日より，上記の新しい学校教育法

（Skollagen2010:800）が施行された。なお，障害者権

利条約と選択議定書を2008年12月15日に批准してい

る。 

10）イギリス 

（１）障害カテゴリー 

対象となる子どもは，「学習上の困難があり，特別

な教育的な手だてを必要とする子ども」である。実

施 規 則 Special Educational Need and Disability 

（SEND）Code of Practice : 0 to 25 years old では，主

な困難やニーズとして規定されるのは，「認知・学習

面のニーズ：特異な学習困難，中度学習困難，重度

学習困難，重度重複の学習困難」；「行動・情緒・社

会性の発達面のニーズ：行動，情緒，社会性の困難」，

「コミュニケーションや対人関係面のニーズ：言語・

コミュニケーションに関わるニーズ」，「自閉症スペ

クトラム障害」；「感覚・身体面ニーズ：視覚障害，

聴覚障害，盲ろう，肢体不自由」；「その他」である。 

なお，上記の従来の Special Educational Needs 

(SEN) Code of Practice (2001年)に替わるものとして，

Special Educational Needs and Disability Code of 

Practice:0 to 25 years old が2014年9月に施行された。

また，この改変と関連して The Special Educational 

Needs and Disability Regulations 2014 ， The Special 

Educational Needs (Personal Budgets) Regulations 2014，

The Order setting out transitional arrangements が規定

された。これらの施策に基づいて，新体制への移行

措置が2014年から取られている。従来の制度で SEN

判定などによる支援を受けている子供は，引き続き

支援を受けながら EHC Plan(Education, Health and 

Care plan)を併用し，移行していくことになっている。

さらに，The Children and Families Act 2014に基づき，

病弱児の教育に関するガイダンスが2014年9月に改

めて発行された。様々な疾患や健康上の配慮の必要

な病弱児（children at school with medical conditions）

の教育について，学校，教育委員会，関係機関が連

携し支援する体制，手順に関する義務責任が明確化

された。 

特別学校が対象とする障害カテゴリーとしては

「視覚障害」，「聴覚障害」，「言語コミュニケーション

障害」，「自閉症」，「情緒障害」，「盲ろう」，「肢体不

自由」，「中度学習困難」，「重度学習困難」，「重度重

複障害」，「特異な学習困難」，「その他の障害」があ

る。 

（２）就学基準・手続き 

判定書がある場合とない場合によって，就学の手

続きが若干異なる。判定書がある場合は，親の意向

または他の子どもへの効果的な教育の提供と矛盾し

な い 限 り は 通 常 の 学 校 で 教 育 さ れ る （ Special 

Educational Needs and Disability Act 2001による1996

年教育法の改正）。その場合には，地方教育当局が保

護者の意見を聞き取り（特定の公立学校か，私立学

校か，特段希望がない等）を行い，それをうけて学

校の提案を行い，判定書の学校欄に学校名を記入す

る。新制度の下での，従来の判定書から EHC plan

への移行に伴う就学の手続きについては、確認する

必要がある。 

（３）近年の動向 

障害者権利条約を2009年６月８日に，選択議定書

を2009年８月７日に批准している。その際，障害者

権利条約第24条第２項（a）と（b）について「連合

王国は，障害のある子どもが，自己の生活する地域

社会の外にある，より適切な教育の提供が可能など

こかで教育され得る権利を保持する。ただし，障害

のある子どもの親は，その子どもが教育される学校

の優先順位を表明する機会を他の親と同様に持つ。」

とする留保と，「連合王国政府は，障害のある子ども

の親が，障害のある子どものニーズに応ずることの

できるメインストリームの学校や職員へのアクセス

がより多くできるようなインクルーシブなシステム

の開発を継続するものとする。連合王国政府は，連

合王国における教育制度一般（ general education 

system）には，メインストリーム学校と特別学校を

含むものと理解しており，このことは本条約におい

て許容される。」とする解釈宣言を行い，教育制度一
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般の中に，特別な学校が含まれることを示している

（United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, 

Declarations and Reservations，UN enable サイト内）。 

2011年度に発表された SEN 緑書（Support and 

aspiration: A new approach to special educational needs 

and disability - A consultation）に基づき，2012年度よ

り，31の Local Authorities において，地域での連携，

判定方法の改編と Education, Health, and Care Plans

の導入に関わること，各個人を支援するための資金

に関わること，民間団体の活用にかかわること，等

について試行された。その後，The Children and 

Families Act 2014， Special Educational Needs and 

Disability (SEND) Code of practice の施行に伴い，新

しい SEND システムを，2018年4月1日までに完全実

施行することとなっている。そのための移行期間

(2014年４月１日から2018年４月１日）に入っており，

政府は地方自治体の関係機関に向けて移行措置にと

もなう規準を提示している (例：Transition to the new 

0 to 25 special educational needs and disability system, 

3rd edition) 

11）アメリカ 

（１）障害カテゴリー 

個別障害児教育法（The Individuals with Disabilities 

Education Act of 2004，以下「IDEA」）では，「知的障

害」，「難聴（聾を含む）」，「言語障害」，「視覚障害（盲

を含む）」，「（重篤な）情緒障害」，「肢体不自由（整

形外科的障害：orthopedic impairments）」，「自閉症」，

「外傷性脳損傷」，「その他の健康障害」，「特異的学習

障害」（IDEA Sec.602（3）（A）（i））と「特殊教育と

関連サービスを必要とする者」（IDEA Sec.602（3）

（A）（ii）），さらに，３歳から９歳においては「発達

の遅れ」（IDEA Sec. 602（3）（B）（i））とされる。

また，施行規則（Federal Registe）において「盲ろう」

と「重複障害」（IDEA Sec.300.8）が加えられている。 

（２）就学基準・手続き 

公立や私立の教育機関，その他介護施設にいる障

害のある子どもを含めて，障害のある子どもが最大

限適切であるように障害のない子どもと一緒に教育

される。特殊学級，分離による学校教育，またはそ

の他通常の教育環境から障害のある子どもを引き離

す（ removal）ことは，追加的な支援やサービス

（supplementary aids and services）の利用を通常の学

級内で行ったとしても，子どもの障害の性質や程度

によって，教育目的を達成しえない場合に限定され

る（IDEA Sec.612 State Eligibility（5）より）。 

さらに，IDEA Sec.614（D）では，保護者の同意に

ついて「初期評価への同意」，「サービスへの同意」

を規定しており，「サービスへの同意」については保

護者の同意無しにサービスを実施しないこと（IDEA 

Sec.614（D）（ii）（II））としている。 

（３）近年の動向 

IDEA2004では，懲戒（discipline）の際のサービス，

特異的学習障害に対する『介入に対する反応モデル

（Response to Intervention（RTI））』の利用と早期介入

サービスの拡充，IEP プロセスと評価の改善，州の

モニタリングの強化，教師の専門性の向上と評価，

私学における特殊教育，国の教材アクセシビリティ

の標準（NIMAS: National Instructional Materials Accessibility 

Standard）への準拠，紛争解決などの適正手続きにつ

いて改善が図られた（U.S. Department of Education，

2006）。 

アメリカでは “Rosa’s Law”を2010年10月５日に

Obama 大統領が署名した。この法律は，全ての連邦

法に記載されている “Mental Retardation”の表現を

“Intellectual Disability”へと名称する内容であり，

IDEA の 障 害 種 別 名 称 も 変 更 と な っ た (U.S. 

Department of Education, 2012)。 

初等中等教育法（ESEA）が2015年12月10日に Every 

Student Succeeds Act (ESSA)として再認可された。ま

た，人種によって IDEA の対象となる比率が高い，

という不均衡を是正し，リスクのある子どもに早期

に対応するための施行規則を準備している。 

なお，障害者権利条約を2009年７月30日に署名し

たが，批准していない。選択議定書には署名，批准

をしていない（UN enable，2016/03/09確認）。 

Ⅴ．まとめと今後の課題 

本稿では，オーストラリア，中国，フィンランド，

フランス，ドイツ，イタリア，日本，ノルウェー，

韓国，スウェーデン，イギリス，アメリカにおける
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障害のある子どもの教育の最新の情報を現時点で入

手可能なデータにより概観し，それぞれの国と地域

の基本情報，通常の学校教育に関する情報，障害の

ある子どものための教育についての情報を整理した。 

 また，我が国の障害者権利条約の批准を受けて，

2015年から新たに同条約第35条の障害者の権利に関

する委員会への報告の各国の状況を把握することと

した。2016年は日本政府の報告書提出の年にあたる。

諸外国の例では提出された報告には委員会よって厳

しい意見が付されていることからも，先行国の評価

例を参考にしながら我が国の現状を丁寧に分析する

必要がある。 

 また，日本における通常の学級に在籍する発達障

害の可能性のある児童生徒の割合とされる約6.5％

の数値を国際比較の統計にどのように位置づけるか，

等を検討することが必要である。既にこの約6.5％を

含めて，日本の特別支援教育の対象者を９％余りと

する考え方（柘植, 2013）もある。しかし，本稿の

対象国でいえば，例えば，イギリスやアメリカのよ

うに支援すべき対象を認定する制度と現在の日本の

制度を，横並びに考えることは難しい。その一方で，

我が国の特別支援教育体制推進事業などは，イギリ

スのSENサポートと比較可能な支援サービスとして

位置づくとも考えられる。今回は従来通り約6.5 ％

の数値を含まない形で整理を行ったが，これらの枠

組みの整理は，引き続き，解決すべき課題である。 

既に2014年内に実施が計画されていた欧州特別支

援教育機構（European Agency for Special Needs and 

Inclusive Education）の新たな枠組みによる欧州各国

の特別支援教育データの更新は順延されて2015年の

早期の実現が予告されたが，2016年３月現在で行わ

れておらず，従来の枠組みで２年毎に更新されてき

たデータも掲載されていない。特に表３の部分にお

いて，これを主たる情報源としてきたドイツ，イタ

リア，ノルウェー，スウェーデンの統計データは昨

年の数値を再掲することとした。今後の情報収集の

方策としては，例えば，それらの国の主要な研究機

関との連携や交流協定の締結などにより，常に最新

のデータにアクセスする環境を整備することなどが

有効と思われる。 
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